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1．はじめに 
地方分権、ないしは地方財政改革の機運が高まって久しい。その流れの中で、地方税制
の改革も求められている。 とりわけ、 地方政府 （より厳密には市町村） の基幹税としての、








としての見解） 」を根拠に議論がなされる。Benefit View について検証した Carroll and 





















の負担まで検証する必要があると考えられる。 しかしながら、 下山 （2004） および林 （2004）
は、居住者サイドへの効果は計測されていない。また、彼らの研究は、実際には「土地」

















まず第 2 節では、数値計算のフォーミュラを提示する。続く第 3 節においては、最初に















                                                  
1  海外の実証研究では、Carroll and Yinger (1994)が、ボストンの 147 地域をサンプルとした分析によっ
て Benefit View について検証している。Carroll and Yinger (1994)は、固定資産税負担の多くが資産価
格（課税後収益率）の下落という形で、供給サイド（＝住宅所有者側）にも負担が一部転嫁されることを
示しており、厳密な意味で Benefit View が成立しないことを示した。  4
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とおく。ここで、V は賃貸住宅の資産価格（＝賃貸住宅価格の割引現在価値、課税後収益












g t + =                                 (2) 
 
                                                  
2  より厳密な説明や主要な仮定については、Carroll and Yinger (1994)、Zodrow (2001)や佐藤（2005）
などを参照のこと。 





の資産価格関数の導出については、Yinger (1982)や Yinger et al. (1988)などを参照のこと。  5
（2）式の関係は、住宅所有者の純便益（純負担）を示す、 （2）式において t V の符号は
負、 g V は正、
dt
dg
は正になると考えられる。 t V の符号が負になる理由は、固定資産税の
増加が住宅所有者の一部負担となり、 賃貸住宅の収益性を低下させるためである。 これは、
固定資産税の「直接効果」と解釈される。 （2）式の右辺第 2 項は、固定資産税率が上昇す
ることにより公共サービスが増加し、その結果住宅の資産価格が上昇するために正になる
と仮定する。これは、固定資産税の「間接効果」を示す。 




















Yinger et al. (1988)および Carroll and Yinger (1994)に従い、以下の（3）式で求めた。 
 




=                                    (3) 
 
ここで、p は賃貸住宅の価格（＝賃料） 、H は賃貸住宅の数（＝世帯数） 、r は金利をそれ
ぞれ示す。 
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                      （ 7）  
となる。  7









住宅所有者側の純便益（ （2）式）と居住者の純負担（ （7）式）を数値計算により求める。  
 
3.1 資産価格関数の推定 
  本節では、固定資産税の資本化仮説について検証した Oates (1969)およびその応益性を
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という関係で表される。ここで、i は地域（＝道府県） 、t は時点をそれぞれ示す。 it V は賃
貸住宅資産価値、 it T は土地と家屋分の固定資産税実効税率、 it G は市町村主体社会資本、 it L
は土地、そして it A は地域の生活環境や居住環境を表す変数である。まず、固定資産税実効
税率（ it T ）については、土地と家屋分の税率から求めている。これは、賃貸住宅を被説明
変数とする限りにおいては、土地だけではなく家屋まで含めた実効税率を用いることが望
ましいと考えたためである。 it L は宅地面積を用いる。公共サービスの「質」を示す変数と
しては、本稿では市町村主体社会資本を用いる4。ここでは、公共投資の「ストック」であ
る社会資本が、アメニティの改善を通じて住宅資産価格を増加させると考えられるためで
ある56。 Wassmer (1993)や Carroll and Yinger (1994)、 赤井・大竹 （1995） などを参考に、




















V t i it it it it it A a L a G a T a V ε λ α + + + + + + = log log log log log 4 3 2 1          (9) 
 
ここで、 i α は個体属性に関する固定効果（以下、固定効果と省略） 、 t λ は年次ダミー変数











推定期間は、 住宅・土地統計調査 （旧住宅統計調査） が行われる期間に対応させるため、
1983 年、1988 年、1993 年、1998 年、2003 年の計 5 ヵ年を対象とする。対象とする地域
は、東京都および東京都内の市区町村を除く 46 道府県である。これは、後に示す数値計
算において、東京都だけ賃貸住宅の資産価値が突出して大きい一方、市町村公的固定資本
                                                  
7  このほか、赤井・大竹（1995）などのように、自然環境など環境要因を示す変数を加えることも考えら
れるが、本稿の推定ではこれらの要因は個体属性を示す固定効果でコントロールされていると解釈する。  
8  アメニティ変数の候補としては、 地方税の税収や製造業事業所数などを用いることも考えられる。 まず、
地方税収については、直接資産価格に影響をしないと考えられない上、地方債比率や地方交付税交付金依
存度の加工で用いているため、特段用いる必要がないと考えられるため、変数に加えていない。次に、製










合も見られる。 以上のケースから、 東京都および東京都内の市区町村を除いて推定を行う。 
（9）式の推定に当たっては、基本的には最小二乗法（OLS）を用いる10。ただし、以下の
理由から、 （9）式を OLS により推定する場合には、同時性に起因する内生性の問題が生
じる可能性が考えられる。まず、 （8）式の変数のうち、 it V には賃貸住宅の割引現在価値を
用いているが、この計測では、 it T   を分母において現在価値を計算している。すると、 it T
を説明変数に用いることは、そのままの形では実効税率の弾性値を計測しているのか、そ











                                                  




個体属性に関する固定効果と年次ダミーを加えた OLS と 2SLS により推定を行っている。また、すべて
の推定式については、 Breusch-Pagan test の結果、 均一分散の帰無仮説が棄却されなかった。 このため、
標準誤差の分散不均一は修正していない。 















ず、三つの変数すべてが内生変数でないことを帰無仮説として、F 検定をする15。表 2 か
ら分かるように、帰無仮説が棄却されたため、三つの変数のうち少なくとも一つが内生変
数である可能性が考えられる。その上で、各変数について、Durbin-Wu-Hausman  検定
により、 内生性を確認した16。 まず、 固定資産税実効税率を被説明変数とする式の残差を、
（9）式に加えて推定した。ここでは、p 値は 0.477 となり、帰無仮説は棄却されず、固定
資産税実効税率には内生性がないことが分かった。一方、市町村主体社会資本を被説明変
数とする式の残差を（9）式に加えた場合の p 値は 0.018、人口当たり犯罪発生率を被説明














次に、同じく表 3 より、操作変数を用いた結果について説明する。最初に、第 1 段階で
の、被操作変数を説明変数とする式の F 統計量と決定係数を基に、weak instruments の
問題が生じているか否かを検討した。その結果、F 統計量から、第 1 段階での、被操作変
                                                  
14  説明変数の内生性 （＝説明変数と撹乱項との相関） の検定については、 Hausman (1978)や、 Wooldridge 
(2005)などを参照されたい。 
15  具体的には、第 1 段階において、固定資産税実効税率と市町村主体社会資本、および人口当たり刑法
犯認知件数の、各変数のそれぞれを被説明変数として、 （8）式の外生変数に内生性の疑われる三変数と被
説明変数
it V の一期前の値を加えて推定し、残差を求める。第 2 段階では、 （8）式に、第 1 段階で求めた
三つの式の残差を加え推定する。そのうえで、第 2 段階で求めた式の残差平方和と（8）式の残差平方和
とを用いて、F 値を求めた。 
16  固定資産税実効税率の内生性の検定にあたっては、以下の手続きで進めた。まず、第 1 段階では、固










を確認した。すると、カイ二乗検定の p 値が 0.895 と十分大きいため、帰無仮説が棄却さ
れず、選択した操作変数が妥当であることが分かる。固定資産税実効税率の係数 1 a は有意
に負に、また公共サービスの係数 2 a は有意に正に、それぞれ推定された。ここでは、操作
変数を用いないケースと違い、公共サービスが住宅資産価値を上昇させる効果が観察され
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の値については、ケース 1 とケース 2 とで扱いが違う。まず、ケース 1








3.3.1  ケース 1（現行制度下のケース） 
公共投資支出関数の推定式は、以下の通りである。 
 
GI t i it it it it it A b L b V b T b GI ε λ α + + + + + + = log log log log log
4 3 2 1               (12) 
 
ここで、 it GI は市町村主体公共投資（＝公的固定資本形成）であり、 it V は賃貸住宅の現
在価値である。なお、当然ながら、 1 b の符号は正になると仮定する。ところで、3.1 節で
述べたように、公共投資政策には、所得に関わる要因が影響を与えることが考えられる。
この点を考慮し、賃貸住宅の資産価格
it V を説明変数に加えた18。 （12）式には、固定資産税
実効税率と賃貸住宅の現在価値のほか、地域の財政要因を示す変数として、地方債比率と
地方交付税依存度、経済環境や都市化の程度が公共投資額に与える影響を見るために、人





                                                  
18  但し、 it V には、当期の公共投資が増加することで、将来の資産価格の上昇を見越して、当期の住宅資
産の価格が増加するとの逆方向への因果関係もあると考えられる。このため、Durbin-Wu-Hausman 検
定を、 3.2 節と同様の手続きで行った。 しかしながら、 資産価格を被説明変数とする式の残差については、
係数の p 値が 0.885 となり、内生性がないとの結果が得られた。このため、 （11）式については操作変数
を用いて推定していない。 
19  サンプル期間とした 5 カ年のデータは、いずれも各年度の「年度末」である。となると、公共投資額
は前の年度に策定された、当該年度の予算の範囲内で支出された額となる。そして、この予算は前年度に
策定されることになるが、これには当該年の選挙結果ではなく、その前に行われた衆議院議員選挙の結果
が影響をすると考えられる。この点を踏まえて、1983 年の公共投資には 1980 年の総選挙、1988 年の額























該変数の数値が地域別で得られることから、 1998 年度の数値を用いて、 地域別での値も計
測した20。 計算に当たっては、 r の値は賃貸住宅資産価格の割引現在価値を算出する時に用
いる金利である 0.04 を用いた。 

























まず、 公共サービスの増加はすべて固定資産税収と財政移転から賄われると仮定すると、  
 
S PTB t GI + = *                               (13) 
 
                                                  




タを基に数値計算をしている。なお、確認のため、3.4 節では 2003 年度の結果も示している。  14
となる。ここで、GI は市町村の公共投資、t は固定資産税実行税率、PTB は固定資産税の
課税ベース（＝土地＋家屋+償却資産） 、S は中央政府からの財政移転をそれぞれ表す21。






















) 1 ( 1 + =                             (14) 
 
と表記される。 （14）式の 1 c については、 （9）式の左辺を土地+家屋+償却資産とした住宅
資産関数を計測し、その固定資産税実効税率の推定値を用いる。推定は、これまでと同様
に、時間に関する固定効果と、個体属性に関する固定効果を考慮した OLS により行う22。
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22  固定資産税実効税率については、 （9）式同様に内生性が疑われるため、Durbin-Wu-Hausman 検定を
行った。しかしながら、固定資産税実効税率に関する式の残差については、係数の p 値が 0.897 であった
ため、内生性はないものとして議論を進める。なお、 （9）式で内生性が疑われたほかの変数については内








































  3.3 節では、生産者の便益と、消費者の純負担とを、実証分析で得られたパラメーター
を基に計測した。本小節では、3.3 節で得られた結果が頑健であるのか否かを確認する。 
まず、サンプルに東京都ないしは東京都内の市区町村のデータを加えた場合について議
論する。これまでの分析では、これらのデータを除いて進めた。表 9 から表 11 には、東
京都を含めた推定と数値計算の結果を示した。推定結果は、東京都ないしは東京都内の市
区町村データを加えない46道府県の場合とほとんど同じであることが分かる。 このうち、
数値計算には、3.3 節と同様に、操作変数を用いた推定値を用いる。具体的には、 1 a と 2 a
は、-0.448 と 0.960、 1 b には 0.147、 1 c には-0.126 を、それぞれ当てはめた。表 12a には
ケース 1 の所有者の純便益と、居住者の純負担の全国平均値、表 12b にはケース 1 の地域








データを基に、数値計算を行った。結果は表 13a と表 13b に示した通りである。ケース 1
とケース 2 双方とも、 「傾向」は基本ケースと同じことが分かる。ただし、ケース 2 の所
有者の純便益は、神奈川県や愛知県、京阪神地方など大都市圏では、1998 年度では大きな
値を取っていたものの、表 13b では平均値よりも小さくなっている。2000 年以降には、


















                                                  
23  『行政投資』は、市町村の事業に係る投資額は、総務省『市町村別決算状況調』の基礎となる『地方




京都については 11.458 となるなど、依然として東京都の数値が突出する結果となった。 


















能性が考えられる。資本流出に対する影響を探るためには、 「New View（Capital Tax 
View） 」の検証が不可欠である25。以上の点は、今後の課題である。 
 

















                                                  




計調査』 の、 木造家屋の数を全家屋の数で割ることで求めた。 刑法犯認知件数は警察庁 『警
察白書』のデータを用いた。また義務教育生徒数と教員数は、文部科学省『学校基本調査
報告』の、小学校と中学校の児童数と教員数をそれぞれ合計し求め、比率を算出した。県
民所得と公的固定資本形成、および第 1 次産業と第 2 次産業生産額、県内総生産（県内総
支出）は、内閣府『県民経済計算年報』のデータを用いた26。第 1 次産業と第 2 次産業比
率は、各産業の生産額を、県内総生産で割って算出した。 
次に、市町村の社会資本は、以下の手続きで推計した。まず、石川（2000）で作成され
た、都道府県別社会資本を、 all G とおく27。次に、総務省『行政投資実績』の、 「投資主体
別資金負担別投資実績」の、市町村投資額に占める市町村資金負担分を、 「市町村投資額」














                                                  
26但し、2003 年の数値については、1990 年暦年価格の実質値が得られず、1995 年暦年価格の数値しか
得られない。 このため、 1998 年の実質値 （1990 年暦年価格） に、 1999 年以降の県内総支出の変化率 （1995
年暦年価格）を接続し、補完して求めた。また、岡山県の 83 年度の数値については、1990 年暦年価格の
実質値が得られない。このため、平成 8 年度版の同書（1985 年暦年価格）における 82 年度から 83 年度
の変化率を 90 年実質値に接続し補完して求めた。なお、これは公的固定資本形成ついても同様である。 
27  なお、石川（2000）は、1997 年までしかデータが存在しない。このため、都道府県別社会資本のデー
タは、石川（2000）と同じ要領で、2003 年まで延長推計している。 
28  ここで、 「行政投資」のデータをそのまま使用することも一つの方法であると考えられる。しかしなが
ら、行政投資のデータには、用地費が含まれている。用地費を除いた公共投資は、 「ストック」となるこ
とで賃貸住宅に資本化されると考えられる一方、用地費は資本化されるとは考えられないため、それを除




















度 地方交付税交付金依存 =                                                   (A.4) 
 
のように計算して求めたものを各地域の地方交付税交付金依存度として用いた。 
  最後に、 衆議院議員選挙の結果は、 総務省 『選挙年鑑』 をもとに、 1980 年、 1988 年、 1990






本稿では、 賃貸住宅資産の割引現在価値 （V） を、 Yinger et al. (1988)および Carroll and 
Yinger (1994)に従い、以下の（A.5）式で求めた。 
 




=                                  (A.5) 
 
ここで、p は賃貸住宅の価格（＝家賃） 、H は賃貸住宅の数、r は金利、t は土地と家屋に
かかる固定資産税の実効税率を示す。賃貸住宅の価格と数のデータは、総務省の『住宅・
土地統計調査』 から取った。 t は住宅と家屋の固定資産税の実効税率を用いる。 また、 r は、
0.04 の想定で計算した29。 
 
                                                  
29  これは、1983 年から 2003 年までの長期金利の年平均値に相当する。  20
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    平均  単位  中央値   標準偏差  最小  最大  標本数 
賃貸住宅資産価値  126418.598    100 万円  40540.855  233213.667  4501   1713381    230 
固定資産税課税標準  15370423.887    100 万円  8492973.500  19200981.231  1297017    120000000    230 
固定資産税実効税率  0.075    割合（1=100%)  0.079  0.031  0.012    0.127    230 
市町村主体社会資本  2211594.270    100 万円  1562919.500  1878104.670  264694    9403424    230 
宅地面積  297.874    キロ平方メートル  247  182.422  74    985    230 
人口密度  516.427   人  271  804.040  67.5    4578    230 
木造家屋比率  0.691    割合（1=100%)  0.710  0.125  0.069    0.900    230 
交付税比率  0.388    100 万円  0.396  0.160  0.019    0.718    230 
義務教育生徒当たり教
員数 
18.566    人  18.329  3.150  10.690    26.959    230 
市町村主体公的固定
資本形成 
185379.235    100 万円  131388.950  153929.165  24378    760295    230 
第 1 次産業比率  0.032    割合（1=100%)  0.027  0.022  0.001    0.096    230 
第 2 次産業比率  0.337    割合（1=100%)  0.335  0.084  0.139    0.582    230 
人口当たり刑法犯認知
件数 
0.013    割合（1=100%)  0.012  0.005  0.006    0.033    230 
地方債比率（＝地方債
発行額/地方税収) 
0.472    割合（1=100%)  0.418  0.274  0.095    1.534    230 
自民議席比率  0.625    割合（1=100%)  0.667  0.209  0    1    230 

























賃貸住宅資産価値  1         
固定資産税課税標準  0.932    1      
固定資産税実効税率  -0.532    -0.575  1    
市町村主体社会資本  0.820    0.840  -0.577  1  
宅地面積  0.571    0.674  -0.374  0.845  1 
人口密度  0.812    0.748  -0.345  0.558  0.406   
木造家屋比率  -0.450   -0.446  0.382  -0.361  -0.193   
交付税比率  -0.486   -0.574  0.134  -0.376  -0.466   
義務教育生徒当たり教員数  0.128   0.122  0.290  0.032  0.262  
市町村主体公的固定資本形成  0.804    0.800  -0.529  0.975  0.848   
第 1 次産業比率  -0.452    -0.532  0.583  -0.481  -0.358   
第 2 次産業比率  -0.084   0.043  0.169  -0.046  0.118   
人口一人当たり刑法犯認知件数  0.606   0.641  -0.651  0.622  0.470   
地方債比率  0.112    -0.004  -0.362  0.160  -0.105   
自民議席比率  -0.305   -0.300  0.115  -0.267  -0.205   


























賃貸住宅資産価値           
固定資産税課税標準           
固定資産税実効税率           
市町村主体社会資本           
宅地面積           
人口密度  1         
木造家屋比率  -0.428   1      
交付税比率  -0.604   0.260  1    
義務教育生徒当たり教員数  0.352    -0.096  -0.650  1  
市町村主体公的固定資本形
成 
0.582    -0.370  -0.410  0.090  1 
第 1 次産業比率  -0.446   0.427  0.584  -0.060  -0.470   
第 2 次産業比率  0.027   0.074  -0.597  0.332  -0.023   
人口一人当たり刑法犯認知
件数 
0.470    -0.453  -0.292  -0.106  0.610   
地方債比率  -0.135   0.010  0.647  -0.671  0.119   
自民議席比率  -0.359   0.418  0.220  -0.204  -0.278   























地方債比率 自民議席比率  自民得票率 
賃貸住宅資産価値             
固定資産税課税標準             
固定資産税実効税率             
市町村主体社会資本             
宅地面積             
人口密度             
木造家屋比率             
交付税比率             
義務教育生徒当たり教員数           
市町村主体公的固定資本形成           
第 1 次産業比率  1           
第 2 次産業比率  -0.355   1        
人口一人当たり刑法犯認知
件数 
-0.535    -0.130  1      
地方債比率  0.052    -0.595  0.222  1    
自民議席比率  0.155    -0.087  -0.182  0.127  1   
自民得票率  0.429   0.041  -0.491  -0.117  0.661    1
 
表 2．Durbin-Wu-Hausman  検定の結果 
  統計量ないしは推定値
三変数についての F 検定  14.053 ** 
残差【固定資産税率】  0.156 
(0.477) 
残差【市町村公共サービス】  -0.814 ** 
(0.018) 
残差【人口当たり犯罪発生率】   -0.599 *** 
(0.000) 
注意：F 検定の結果は、F 統計量を示し、残差の結果は、係数の推定値を示す。***は 1%、**は 5%の有意水準で帰無




表 3． （9）式の推定結果 
被説明変数：賃貸住宅の割引現在価値、 推定方法：最小二乗法 （OLS）と 2 段階最小二乗法 （2SLS） 、
サンプルの大きさ=OLS では 230、2SLS では 184 
 OLS  2SLS 
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  表 3―続き― 
 OLS  2SLS 




2 R   0.996 0.985 
2 R  (first  stage) 
 












注： ***は 1%、**は 5%、*は 10%の有意水準で帰無仮説が棄却されたことを示し、括弧内の数値は係数の標準誤差を
示す。なお、推定では固定効果と、OLS で 4 ヵ年分、2SLS を用いた推定では 3 ヵ年分の年次ダミー変数が含まれて
いる（報告結果は省略） 。過剰識別制約条件の値は、過剰識別制約条件の検定に関するカイ二乗統計量を示し、自由度
2 のカイ二乗分布に従う。
2 R （first stage）と F 統計量（first stage）は、2SLS の、第 1 段階における被操作変数を

















表 4． （12）式の推定結果 
被説明変数：市町村公的固定資本形成、推定方法：最小二乗法（OLS） 、サンプルの大きさ=230 
 OLS 
固定資産税実効税率  0.138 ** 
(0.077) 
賃貸住宅の割引現在価値  0.149 * 
(0.101) 
宅地面積  0.813 ** 
(0.489) 
地方債比率  0.257 *** 
(0.054) 
人口密度  -0.069 
(0.327) 
地方交付税依存度  -0.057 
(0.069) 
第一次産業比率  -0.094 
(0.084) 
第二次産業比率  0.443 *** 
(0.157) 










2 R   0.977 
注： ***は 1%、**は 5%、*は 10%の有意水準で帰無仮説が棄却されたことを示し、括弧内の数値は係数の標準誤差を
示す。なお、推定では固定効果と、4 ヵ年分の年次ダミー変数が含まれている（報告結果は省略） 。 
 
表 5．数値計算の結果（ケース 1） 
住宅所有者の純便益  -0.317 




表 6．居住者の純負担の地域別の数値（ケース 1、単位：%） 
    居住者の純負担      居住者の純負担 
北海道  0.0008768   滋賀  0.0137831 
青森  0.0198406   京都  -0.0042293 
岩手  0.0168699   大阪  -0.0001662 
宮城  -0.0009133   兵庫  -0.0001095 
秋田  0.0144447   奈良  0.0067850 
山形  0.0254361   和歌山  -0.0055511 
福島  0.0066807   鳥取  0.0346458 
茨城  0.0052871   島根  0.0431326 
栃木  0.0029772   岡山  0.0016007 
群馬  0.0056501   広島  -0.0021525 
埼玉  0.0005285   山口  0.0119190 
千葉  0.0002949   徳島  0.0151971 
神奈川  -0.0006563   香川  0.0145031 
新潟  0.0059706   愛媛  0.0077611 
富山  0.0176843   高知  -0.0053375 
石川  -0.0015792   福岡  -0.0008864 
福井  0.0247313   佐賀  0.0276713 
山梨  0.0099574   長崎  0.0034338 
長野  0.0070176   熊本  0.0010483 
岐阜  0.0022698   大分  0.0020494 
静岡  0.0004756   宮崎  0.0104590 
愛知  -0.0000715   鹿児島  0.0018836 
















固定資産税実効税率  -0.114 *** 
(0.039) 
市町村社会資本ストック  -0.075 * 
(0.057) 
人口当たり犯罪認知件数  0.098 ** 
(0.036) 
宅地面積  1.118 *** 
(0.315) 
地方債比率  -0.125 *** 
(0.035) 
人口密度  0.364 ** 
(0.219) 
地方交付税依存度  -0.067 ** 
(0.044) 
木造家屋比率  -0.399 ***   
(0.099) 
義務教育・生徒当たり教員数  0.228 
(0.296) 
第 1 次産業比率  -0.109 ** 
(0.052) 
第 2 次産業比率  -0.249 ** 
(0.101) 
定数項  6.620 *** 
(2.016) 
2 R   0.995 
 
 注 ：  ***は 1%、**は 5%、*は 10%の有意水準で帰無仮説が棄却されたことを示し、括弧内の数値は係数の標準誤差




表 8．所有者の純便益の地域別の数値（ケース 2） 
    所有者の純便益      所有者の純便益 
標本平均値による数値  4.942  滋賀  4.960 
北海道  1.313  京都  1.679 
青森  3.293  大阪  4.774 
岩手  2.794  兵庫  3.220 
宮城  1.452  奈良  4.422 
秋田  1.449  和歌山  1.606 
山形  3.601  鳥取  2.904 
福島  3.120  島根  2.149 
茨城  6.788  岡山  2.115 
栃木  4.866  広島  1.515 
群馬  5.355  山口  5.967 
埼玉  10.019  徳島  6.563 
千葉  5.779  香川  6.085 
神奈川  3.589  愛媛  5.150 
新潟  3.350  高知  1.192 
富山  2.728  福岡  1.371 
石川  1.608  佐賀  3.811 
福井  5.193  長崎  1.923 
山梨  3.513  熊本  1.618 
長野  3.133  大分  2.068 
岐阜  3.392  宮崎  1.569 
静岡  5.650  鹿児島  1.438 
愛知  5.112  沖縄  4.297 









表 9． （9）式の推定結果（東京都を含めた推定） 
被説明変数：賃貸住宅の割引現在価値、 推定方法：最小二乗法 （OLS）と 2 段階最小二乗法 （2SLS） 、
サンプルの大きさ=OLS では 235、2SLS では 188 
 OLS  2SLS 








2 R   0.996 0.987 
2 R  (first  stage) 
 
  0.989 (市町村社会資本の式) 
0.897（犯罪認知件数の式） 







注： ***は 1%、**は 5%、*は 10%の有意水準で帰無仮説が棄却されたことを示し、括弧内の数値は係数の標準誤差
を示す。なお、紙幅の都合上、数値計算に必要なパラメーター以外の推定結果については割愛した。また、推定では固
定効果と、OLS で 4 ヵ年分、2SLS を用いた推定では 3 ヵ年分の年次ダミー変数が含まれている（報告結果は省略） 。
過剰識別制約条件の値は、 過剰識別制約条件の検定に関するカイ二乗統計量を示し、 自由度 2 のカイ二乗分布に従う。
2 R （first stage）と F 統計量（first stage）は、2SLS の、第 1 段階における被操作変数を被説明変数とする推定式の
決定係数と、すべての係数が 0 であることを帰無仮説とする F 検定の F 統計量を示し、数値の横の（）は第 1 段階の
各推定式であることを示す。 被操作変数＝市町村社会資本と人口当たり犯罪認知件数。 操作変数＝固定効果と年次ダミ
ーおよびすべての外生変数と、説明変数、被操作変数と固定資産税実効税率のおのおのの 1 期前の値。 
 
表 10． （12）式の推定結果（東京都を含めた推定） 
被説明変数：市町村公的固定資本形成、推定方法：最小二乗法（OLS） 、サンプルの大きさ=235 
 OLS 
固定資産税実効税率  -0.147 ** 
(0.079) 
2 R   0.975 
注： ***は 1%、**は 5%、*は 10%の有意水準で帰無仮説が棄却されたことを示し、括弧内の数値は係数の標準誤差を
示す。なお、紙幅の都合上、数値計算に必要なパラメーター以外の推定結果については割愛した。また、推定では固定








固定資産税実効税率  -0.126 *** 
(0.038) 
2 R   0.995 
注： ***は 1%、**は 5%、*は 10%の有意水準で帰無仮説が棄却されたことを示し、括弧内の数値は係数の標準誤差を
示す。なお、紙幅の都合上、数値計算に必要なパラメーター以外の推定結果については割愛した。また、推定では固定
効果と、4 ヵ年分の年次ダミー変数が含まれている（報告結果は省略） 。 
 
表 12a．数値計算の結果（ケース 1） 
住宅所有者の純便益  -0.589 






















表 12b．居住者の純負担の地域別の数値（ケース 1、東京都を含めた数値計算） 
    居住者の純負担      居住者の純負担 
北海道  0.00088   滋賀  0.01378 
青森  0.01984   京都  -0.00423 
岩手  0.01687   大阪  -0.00017 
宮城  -0.00091   兵庫  -0.00011 
秋田  0.01444   奈良  0.00679 
山形  0.02544   和歌山  -0.00555 
福島  0.00668   鳥取  0.03465 
茨城  0.00529   島根  0.04313 
栃木  0.00298   岡山  0.00160 
群馬  0.00565   広島  -0.00215 
埼玉  0.00053   山口  0.01192 
千葉  0.00029   徳島  0.01520 
東京  0.00027   香川  0.01450 
神奈川  -0.00066   愛媛  0.00776 
新潟  0.00597   高知  -0.00534 
富山  0.01768   福岡  -0.00089 
石川  -0.00158   佐賀  0.02767 
福井  0.02473   長崎  0.00343 
山梨  0.00996   熊本  0.00105 
長野  0.00702   大分  0.00205 
岐阜  0.00227   宮崎  0.01046 
静岡  0.00048   鹿児島  0.00188 
愛知  -0.00007   沖縄  0.00382 










表 12c．所有者の純便益の地域別の数値（ケース 2、東京都を含めた数値計算） 
    所有者の純便益      所有者の純便益 
標本平均値による数値  5.506  三重  5.329 
北海道  1.262  滋賀  4.794 
青森  3.175  京都  1.613 
岩手  2.692  大阪  4.618 
宮城  1.397  兵庫  3.102 
秋田  1.391  奈良  4.285 
山形  3.472  和歌山  1.542 
福島  3.007  鳥取  2.799 
茨城  6.544  島根  2.068 
栃木  4.694  岡山  2.039 
群馬  5.176  広島  1.455 
埼玉  9.685  山口  5.783 
千葉  5.579  徳島  6.338 
東京  36.879  香川  5.876 
神奈川  3.468  愛媛  4.979 
新潟  3.235  高知  1.142 
富山  2.628  福岡  1.314 
石川  1.547  佐賀  3.676 
福井  5.013  長崎  1.850 
山梨  3.388  熊本  1.556 
長野  3.018  大分  1.989 
岐阜  3.268  宮崎  1.507 
静岡  5.457  鹿児島  1.378 










表 13a．居住者の純負担の地域別の数値（ケース 1、2003 年度のデータに基づいた数値計
算） 
    消費者の純負担      消費者の純負担 
北海道  0.00067   滋賀  0.01158 
青森  0.01376   京都  -0.00208 
岩手  0.00940   大阪  -0.00058 
宮城  0.00068   兵庫  -0.00057 
秋田  0.01298   奈良  0.00474 
山形  0.01479   和歌山  0.00368 
福島  0.00498   鳥取  0.03389 
茨城  0.00573   島根  0.04076 
栃木  0.00507   岡山  -0.00239 
群馬  0.00401   広島  -0.00207 
埼玉  0.00021   山口  0.00970 
千葉  0.00096   徳島  0.01738 
神奈川  -0.00144   香川  0.00563 
新潟  0.00678   愛媛  0.00302 
富山  0.01814   高知  -0.00190 
石川  0.00173   福岡  -0.00064 
福井  0.01113   佐賀  0.03043 
山梨  0.01000   長崎  0.00120 
長野  0.00548   熊本  0.00248 
岐阜  0.00597   大分  0.00317 
静岡  0.00015   宮崎  0.01008 
愛知  -0.00023   鹿児島  0.00299 











表 13b．所有者の純便益の地域別の数値（ケース 2、2003 年度のデータに基づいた数値計
算） 
    所有者の純便益      所有者の純便益 
北海道  1.37  滋賀  4.289
青森  3.117  京都  1.777
岩手  2.418  大阪  1.579
宮城  1.63  兵庫  1.842
秋田  1.887  奈良  3.218
山形  2.623  和歌山  1.869
福島  2.746  鳥取  3.575
茨城  4.898  島根  2.55
栃木  4.365  岡山  0.963
群馬  3.475  広島  1.123
埼玉  4.181  山口  3.809
千葉  4.008  徳島  4.549
神奈川  0.99  香川  3.322
新潟  2.711  愛媛  2.114
富山  2.405  高知  1.28
石川  1.687  福岡  1.181
福井  3.657  佐賀  3.413
山梨  2.896  長崎  1.107
長野  2.112  熊本  1.692
岐阜  3.351  大分  1.736
静岡  4.421  宮崎  1.54
愛知  2.328  鹿児島  1.511











表 A.1  データの出所 
変数名 出所            
固定資産税課税標準 固定資産の価格等の概要調書（総務省） 
（土地、家屋、償却資産）         
宅地面積               
地方税収 地方財政統計年報（総務省）    
地方交付税収 注意：東京都分の固定資産税収は、    
地方譲与税収 東京都税務統計年報      
地方債発行額         
固定資産税収               
県内総支出 県民経済計算（内閣府）        
第 1 次産業と第 2 次産業生産額         
公的固定資本形成             
家屋数 住宅・土地統計調査（総務省）    
木造家屋数         
都道府県別の 1 ヶ月あたり家賃         
賃貸住宅数               
都道府県内公共投資額 行政投資（総務省）      
都道府県内・市町村公共投資額               
社会資本 石川（1999）            
刑法犯認知件数 警察白書（警察庁） 
都道府県人口 住民基本台帳（総務省）        
義務教育生徒数および教員数 学校基本調査報告（文部科学省）    
衆議院議員選挙・都道府県別得票数と議席数 選挙年鑑（総務省）   
同・自由民主党得票数と議席数    
   
 